
請
願
は
、
診
療
所
な
ど
医
療
機

関
の
ほ
か
、
女
性
団
体
、
業
者
団

体
、
建
設
４
組
合
な
ど
区
内

22
団

体
が
提
出
。
「
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
の
廃
止
を
求
め
る
意
見
書
を

政
府
に
提
出
し
て
下
さ
い
」
と
求

め
る
内
容
で
す
。

と
こ
ろ
が
区
長
と
、
そ
れ
を
支

え
る
与
党
の
自
民
・
公
明
議
員
は

「
医
療
サ
ー
ビ
ス
は
な
ん
ら
変
わ

り
な
い
」
「
医
療
制
度
を
持
続
可

能
な
も
の
に
す
る
た
め
に
必
要
」

な
ど
と
主
張
し
、
あ
く
ま
で
こ
の

制
度
は
正
し
い
と
強
弁
。
区
民
の

願
い
を
拒
否
し
ま
し
た
。
共
産
党

は
請
願
へ
の
賛
成
討
論
を
行
い
、

あ
ら
た
め
て
反
論
し
ま
し
た
。

制
度
の
目
的
を
、
厚
労
省
の
担

当
官
は
「
医
療
費
が
際
限
な
く
上

が
っ
て
い
く
痛
み
を
、
後
期
高
齢

者
が
自
ら
自
分
の
感
覚
で
感
じ
取
っ

て
頂
く
こ
と
に
し
た
」
と
述
べ
て

い
ま
す
。
つ
ま
り
、
医
療
費
を
削

減
す
る
こ
と
を
目
的
に
作
ら
れ
た

こ
の
制
度
の
元
で
は
、
医
療
水
準

は
下
が
る
こ
と
す
ら
あ
れ
、
上
が

る
こ
と
は
あ
り
え
ま
せ
ん
。

そ
も
そ
も
日
本
の
医
療
費
は
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
で
８
・
２

％
と
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

加
盟

30
カ
国
中
で

21
位
と
い
う
低
水

準
。
巨
大
な
生
産

力
が
医
療
に
は
あ
ま
り
ま
わ
っ
て

な
い
と
い
う
の
が
実
態
な
の
で
す
。

加
え
て
自
民
党
政
治
の
元
、
た
だ

で
さ
え
低
い
医
療
費
を
年
々
削
減

し
て
き
た
こ
と
が
「
医
療
崩
壊
」

を
作
り
出
し
て
き
ま
し
た
。
日
本

の
人
口
千
人
当
た
り
の
医
師
数
は

２
・
１
人
で
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
の

３
・
１
人
を
大
き
く
下
回
っ
て
い

ま
す
。
お
産
が
で
き
る
病
院
も
全

国
で

02
年
→

06
年
で
半
減
し
ま
し

た
。
安
上
が
り
の
「
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
」
な
ど
、
こ
れ
以
上
の

医
療
費
の
削
減
は
、
与
党
の
言
う

「
持
続
可
能
」
ど
こ
ろ
か
、
医
療

崩
壊
を
加
速
さ
せ
、
引
い
て
は
国

民
皆
保
険
制
度
も
掘
り
崩
し
ま
す
。

世
界
的
に
も
異
常
な
医
療
費
抑
制

政
策
は
転
換
し
、
医
療
に
は
も
っ

と
お
金
を
使
う
べ
き
で
す
。

賛
成
討
論
後
、
採
決
が
行
わ
れ
、

共
産
８
、
ネ
ッ
ト
２
、
民
主
の
う

ち
半
数
の
３
の
議
員
が
起
立
し
た

も
の
の
、
請
願
は

13-

27
で
否
決

に
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
国
会

で
は
野
党
４
党
が
提
出
し
た
廃
止

法
案
が
衆
院
で
継
続
審
議
に
な
っ

て
い
ま
す
。
引
き
続
き
こ
の
問
題

が
国
政
上
の
大
問
題
に
な
る
こ
と

は
間
違
い
あ
り
ま
せ
ん
。
声
を
更

に
強
め
て
、
未
来
の
な
い
高
齢
者

差
別
の
医
療
制
度
は
、
必
ず
廃
止

を
勝
ち
取
り
ま
し
ょ
う
。
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区内22団体が、去る第二回定例区議会に請願。
共産党は賛成討論を行いました

安藤たい作ニュース は、「品川区議会における政務調査費の交付に関する規定」で定める使途基準「広報・活動費」に基づき、政務調査費によって発行されています。ご意見・ご感想をお寄せください。

青少年問題協議会の委員も務めさ

せて頂いてます。しかし議論は低

調気味。こんなご時勢だけに活発

な議論を期待したいと思いました

区政報告

今
年
２
回
目
の
定
例
議
会
が
去
る
３
日
、
閉
会
。
一
般
質
問
で
も
取
り
上
げ
ら

れ
、
ま
た
区
内
団
体
か
ら
も
請
願
が
あ
が
る
な
ど
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

是
非
を
め
ぐ
っ
て
、
国
会
と
合
わ
せ
て
区
議
会
も
論
戦
の
場
と
な
り
ま
し
た
。

'74年宮城県仙台市生まれ。国立宮城教育大卒。'98年漫画家を志し上京。'02年青年誌奨励賞受賞。'06年の区議補選で初当選。安藤たい作プロフィール

「後期高齢者医療制度は廃止して！」

漫画：安藤たい作

医
療
崩
壊
を
進
め
る
制
度

更
に
声
を
大
き
く
し
廃
止
を
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無料なんでも法律相談会

８月１９日（火）
夜６：３０～８：３０
安藤たい作西品川事務所
(品川区西品川３－16－３
TEL：03-3491-3230）

大崎駅より徒歩８分・百反坂沿い

①弁護士さんと一緒に相談会を行います。
生活のこと法律のこと、お気軽にご相談ください。

②事前に電話を入れた上、ご参加いただけると確実です。
（事前予約は平日日中は区議控室へ:５７４２－６８１８）
（土日は安藤事務所へ:３４９１－３２３０）

８月の

2006年に所得税が課税されていたのに、2007年度に退職などで所

得が大幅に減り、所得税がゼロになった人を対象に、07年度の住民税

の一部を還付する制度です。7月1日から31日までのあいだに、市区町

村に申告すれば、最高9万7500円(平均4万円程度）が還付されます。

昨年度の国から地方への税源移譲で、住民税の税率が一律10％に

なり大幅に増えましたが、その分は所得税の最低税率を10％から5％

に引き下げることで調整されます。しかし、定年退職、失業、育児休業

などの理由で所得が大幅に減った場合は、この調整が行われません。

そこで、新しくつくられたのが、この住民税還付制度です。

この措置は、昨年6月の時点ではほとんど知られていませんでした。

共産党は、昨年6月の衆議院財務金融委員会の質問でとりあげ、周知

徹底を求めていました。自動的に受けられるわけではなく、申告しなけ

れば還付されないことは問題ですが、品川区では、対象と思われる方

については、６月末に減額申告書が送付されています。申告期間が決

まっていますので、対象にあたる方は忘れずに申告するようにしましょう。

＊詳しい問い合わせは税務課
（Tel５７４２－６６６３～６）まで

昨年の所得がゼロに減った人に
住民税還付制度があります。

いよいよ７月３１日まで！

Ｑ・どんな人が対象なの？

Ｑ・なぜこの制度が設けられたの？

Ｑ・どうやったら受けられるの？

区庁舎に後期高齢者医療制度の臨時窓口が
開設されます

7月19日（土）・20日（日）・26日（土）・27日（日）
午前8時30分～午後5時まで高齢事業課（本庁舎3階）にて

【問い合わせ専用電話】 電話03－5742－6736
【高齢事業課高齢者医療係】 電話03－5742－6937


